



















































































































　本判決の法廷意見は、「理由」について、「第 1   事案の概要」、「第 2 　上告代理人甲、乙の上告理



























































































ツ）第69号同52年 7 月13日大法廷判決・民集31巻 4 号533頁、最高裁平成 4 年（行ツ）第156号同 9
































































の個所で、「（ 1 ）憲法における政教分離原則」、「（ 2 ）憲法20条 3 項により禁止される宗教的活動」、
























































































































　最高裁は、「二　本件支出の違法性に関する当裁判所の判断」の「 1 　政教分離原則と憲法20条 3
項、89条により禁止される国家等の行為」の部分で、地鎮祭判決で示された「かかわり合い規範」
及び「目的効果基準」をあらためて述べている。





















































































































































































































































































































































（ 1 ） 砂川政教分離訴訟空知太神社事件最高裁判決（最大判平成22･ 1 ･20民集64-1-1）。
（ 2 ） 砂川政教分離訴訟富平神社事件最高裁判決（最大判平成22･ 1 ･20民集64-1-128）。
（ 3 ） 愛媛玉串料事件最高裁判決（最大判平成 9 ･ 4 ･ 2 民集51-4-1673）。
（ 4 ） 拙稿「最高裁の違憲審査の活性化と憲法判例－最近の最高裁判決をめぐって－」『中京ロイヤー』
18号、2013年、101頁以下、参照。






（ 6 ） 津地鎮祭事件最高裁判決（最大判昭和52･ 7 ･13民集31-4-533）。
（ 7 ） 砂川政教分離訴訟空知太神社事件第一審判決（札幌地判平成18･ 3 ･ 3 民集64-1-89）。
（ 8 ） 砂川政教分離訴訟空知太神社事件控訴審判決（札幌高判平成19･ 6 ･26民集64-1-119）。


















説」法曹時報63巻 8 号、2011年、131頁以下、井上・前掲注（ 5 ）125頁以下。
（11） 野中・前掲注（10）167頁参照。
（12） 政教分離原則違反に関する最高裁判例としては、①津地鎮祭事件判決（最大判昭和52・ 7 ・13民
集31-4-533）、②自衛官合祀事件判決（最大判昭和63・ 6 ・ 1 民集42-5-277）、③稲荷神社参道補修事
件判決（最二判昭和63・12・ 6 判時1362-41）、④大阪地蔵像事件判決（最一判平成 4 ・11・16判時
1441-57）、⑤箕面忠魂碑・慰霊祭事件判決（最三判平成 5 ・ 2 ・16民集47-3-1687）、⑥愛媛玉串料
事件判決（最大判平成 9 ・ 4 ・ 2 民集51-4-1673）、⑦箕面遺族会補助金支出事件判決（最一判平成
11・10・21判時1696-96）、⑧主基斎田抜穂の儀参列事件判決（最三判平成14・ 7 ・ 9 判時1799-101）、
⑨大嘗祭参列事件判決（最一判平成14・ 7 ・11判時1799-99）、⑩即位礼正殿の儀参列事件判決（最
二判平成16・ 6 ・28判時1890-41）、がある。





　  第一審判決（津地判昭42･ 3 ･16行集18巻 3 号246頁）は、地鎮祭として挙行された本件起工式が、
宗教的活動ではなく習俗的行事であるとして、憲法20条 3 項に違反しないと判断した。しかし、第














H. Yokoo CHUKYO LAWYER










  第一審判決（山口地判昭54･ 3 ･22判時921号44頁）は、合祀申請行為は、地連と隊友会との共同
行為であり、護国神社による合祀が行われるための前提として宗教的意義を有し、地連職員の行為
は、護国神社の宗教を助長・促進する ｢宗教的活動｣ にあたると判示した。第二審判決（広島高判
昭57･ 6 ･ 1 判時1046号 3 頁）も、これを支持した。
  しかし、最高裁判決（最大判昭和63・ 6 ・ 1 民集42-5-277）は、合祀申請行為を隊友会の単独行
為と認定することにより、地連職員の行為をそれに対する協力行為にすぎないものと認定したうえ
で、この地連職員の行為は、目的効果基準に照らして、｢宗教的活動｣ にはあたらないと判断した。
（18） 自衛官合祀事件最高裁判決（最大判昭和63・ 6 ・ 1 民集42-5-277）に関する評釈としては、主と
して以下のものを参照。赤坂正浩「信教の自由・政教分離の原則と自衛官の合祀」『憲法判例百選








  第一審判決（松山地判平元 ･ 3 ･17行集40巻 3 号188頁）は、目的効果基準に依拠して判断し、玉
串料等の支出は、これによって生ずる県と靖国神社等の結び付きが相当とされる限度を超え、憲法
20条 3 項の禁止する宗教的活動にあたり、違憲であると判示した。これに対して、控訴審判決（高
松高判平 4 ･ 5 ･12行集43巻 5 号717頁）は、玉串料等の支出は社会的儀礼として受容されるという
宗教的評価があり、その額も小額で社会的儀礼の程度であり、目的効果基準に照らして、憲法20条
3 項及び89条に違反しないと判示した。




















　  忠魂碑事件の第一審判決（大阪地判昭57･ 3 ･24行集33巻 3 号564頁）は、忠魂碑が宗教的施設で
あり、目的効果基準に依拠して、市による忠魂碑の移設と敷地の無償貸与は政教分離原則に違反す
ると判示した。また、慰霊祭事件の第一審判決（大阪地判昭58･ 3 ･ 1 行集34巻 3 号358頁）は、慰
霊祭への教育長の参列は私的行為であり、その時間分の給与は不当利得として返還すべきと判示し














（23） 井上・前掲注（ 5 ）130頁、田近・前掲注（ 5 ）25頁、参照。
（24） 政教分離規定適合性に関する審査を、判例法理から、『「かかわり合い」の審査』と『「かかわり
合い」の正当化審査』という二段階の審査と捉える考え方も見られる（渡辺康行「政教分離規定艇
剛性に関する審査手法－判例法理の整理と分析－」『企業と法創造』第 9 巻第 3 号、2013年、54頁
参照）。しかし、本稿の考え方は、これとは異なるものである。
（25） 井上・前掲注（ 5 ）126頁、田近・前掲注（ 5 ）25頁、参照。
（26） 田近・前掲注（ 5 ）25頁参照
（27） 清野・前掲注（10）「最高裁判所判例解説」170頁参照。










　  第一審判決（金沢地判平19･ 6 ･25判時2006-61）は、発会式の宗教的性格をほとんど認めず、目
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的効果基準によって、市長の行為が憲法20条 3 項により禁止される宗教的活動にはあたらないとし
た。これに対して、控訴審判決（名古屋高裁金沢支判平20･ 4 ･ 7 判時2006-53）は、大祭奉賛会が
宗教上の団体であり、発会式も宗教的性格が認められるものとして、目的効果基準により、市長の
行為が憲法20条 3 項に違反すると判示した。
　  最高裁判決（最一判平成22・ 7 ・22判時2087-26）は、目的効果基準を明示的に示してはいない
が、これを前提として、市長の行為の「目的」と「効果」について判断し、憲法20条 3 項には違反
しないとした。




（35） 田近・前掲注（ 5 ）26-27頁、参照
